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賃貸住宅経営の事業フロー

賃貸事業計画

建物計画

土地の適正診断、法規制、立地、環境、周辺の賃貸市場（既存賃貸住宅の入居

動向、家賃相場等）の確認

賃
貸
経

賃
貸
経

賃貸事業計画

主な収入 主な支出

リフォーム工事の計画、修繕費等の見積
経
営
開
始
ま

経
営
開
始
ま

経営計画

賃貸条件（家賃等）の設定

資金計画

借入・返済計画の作成、借入先の選定ま
で
ま
で

賃貸条件（家賃等） 設定

事業費用の算出

事業収支計画の立案

事業損益計画の立案

借入 返済計画の作成、借入先の選定

金融機関審査事前確認、申込

賃貸経営に係る税金の確認等

相続・資産運用対策の検討

管理委託契約、サブリース（リロケーション含む）契約

賃貸住宅経営にかかわる税金

所得税、住民税、固定資産税等（詳細は次頁へ） 建設、修繕費

（借入金） 借入金利子（元

賃
貸

管理委託契約、サブリ （リ ケ シ ン含む）契約

収入変動リスクへの対応

入居者募集・確保

リフォーム工事等の実施（個人事業主となる場合は各種届出等）

管理 運営（主に管理委託先が代行） 手数料（管理委

租税公課

（借入金） 借入金利子（元
金返済）

礼金
貸
経
営
開

収入変動リスクへの対応

空家、滞納時

家賃相場の変動

支出変動リスクへの対応

管理・運営（主に管理委託先が代行）

入居者募集、入居審査

入居者管理（契約、集金、入居者の
相談対応等）

手数料（管理委
託、仲介報酬
等）家賃

原状回復費用共益費

礼金
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始
支出変動リスクへの対応

原状回復時の負担

維持管理、修繕費の負担退去（敷金清算、原状回復）

建物管理
（経年劣化に伴
う）修繕費

駐車場料金



賃貸住宅経営にかかわる税金について

賃貸住宅経営にかかわる税金の種類

税金の種類 概要

所得税、住民税 不動産を賃貸している場合の収入は、不動産所得として所得税・住民税の課税対象となる。
◆不動産所得の金額＝不動産の総収入金額－必要経費（右下表参照）

消費税 家賃、共益費、礼金や保証金等：消費税はかからない

賃貸住宅経営にかかわる税務上の留意点・メリット
（詳細は辛島委員資料参照）

賃貸住宅経営にかかる主な必要経費
（必要経費として収入から控除できる主な支出）

消費税 家賃、共益費、礼金や保証金等 消費税はかからな

事業税 一定額以上の所得がある不動産貸付に事業税がかかる（戸建住宅の場合には10棟以上）

（詳細は辛島委員資料参照）

所得税の申告の手続きが必要となる。

（必要経費として収入から控除できる主な支出）

※毎年所得税の申告を行う。また不動産賃貸事業開始時には、税務署に「個人事
業開業の届出書（賃貸事業の収入と所得が生ずる場合の届出）」の提出が必要と
なり、その他必要に応じて「青色申告の承認申請書（通常の白色申告よりも優遇策
を受けることができる青色申告を選択する場合に提出）」、「減価償却資産の償却方

必要経費として認められるもの 認められないもの

租税公課 ・土地・建物に関る固定資産税・都市計画税
・事業税
・消費税（税込経理による場合に限る）

・借入金の元本返済部分
・所得税
・住民税
事業に関連しない支出

相続した住宅を賃貸利用することにより、節税対
策につながる。

を受ける とができる青色申告を選択する場合に提出）」、 減価償却資産の償却方
法の届出書」なども提出する。

※賃貸住宅 建物評価額

・事業に関連しない支出
（自宅に係る経費等）

修繕費 （資本的支出に該当するものを除く※）

損害保険料 （掛け捨てのもので、その年分のみ）

管理費 ・不動産会社への管理手数料
・管理組合への管理費
・入居者募集のために広告宣伝費

※賃貸住宅の建物評価額について
（以下、賃貸不動産経営管理士協議会「賃貸不動産経営管理士講習テキスト」より抜粋）
貸家の評価額＝建物の固定資産税評価額×（１-30％）
貸家については、30％の評価減が設けられており、もともと建物の相続税の評価額は固

定資産税評価額とされ、建築代金の６～７割で評価されている。さらに、貸家の評価減があ
るため、結果的に貸家の相続税評価額は建築代金の約50％程度になるといわれている。

※賃家建付地の評価額について

居者募集 広告 伝費
・税理士・弁護士への報酬
・共用部分の水道光熱費

減価償却費 （建物、建物付属設備のうち、当年度に対す
る減価償却部分）

借入金利子 土地・建物購入の借入金金利（事業開始後※賃家建付地の評価額について
（以下、賃貸不動産経営管理士協議会「賃貸不動産経営管理士講習テキスト」より抜粋）
貸家建付地の評価額＝自用地（更地）の評価額×（１－借地権割合×借家権割合）

「借地権割合」は地域によって異なっているが、首都圏の住宅地の場合通常60～70％
の地域が多数を占める。
「借家権割合」は、全国一律30％となっている。
したがって、例えば借地権割合70％の地域では、更地の評価に比べ「借地権割合（0.7）

×借家権割合（0 3)」の分（21％）だけ評価が下がる

借入金利子 土地 建物購入の借入金金利（事業開始後
に支払った部分）

その他 ・収入印紙
・立退料（賃貸住宅を建て替える場合の立
退料や取り壊し費用）

・その他雑費（掃除、消耗品代等）
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※修繕費については、設備の取り付け費用（物理的な変更）、畳からフローリングへの改造費用（用途の変更）、
モルタル壁からタイルへの張り替え費用（耐久性の向上）などは「資本的支出」とされ、建物の取得費用に加えた
うえで減価償却の対象となる。

×借家権割合（0.3)」の分（21％）だけ評価が下がる。

（出典）賃貸不動産経営管理士協議会「賃貸不動産経営管理士講習テキスト」等



賃貸住宅経営モデル事例の収支シミュレーション

不動産所得にも所得税がかかるが、リフォーム費用の借入利息を収入から控除することも可能

設
定
条
件

◆リフォーム費用：300万円 ※必要経費となる修繕費として計上した場合を想定し、リフォームを行った年の経費に全額計上。

◆借入金：（リフォーム有のみ）300万円 ※金利 年3.2％、10年返済 毎月元利均等返済

収入 ◆賃料： （リフォーム有）月額10万円、（リフォーム無）月額8 5万円 ◆敷金：2カ月（退去時返還） ◆礼金：2か月件 収入 ◆賃料： （リフォ ム有）月額10万円、（リフォ ム無）月額8.5万円 ◆敷金：2カ月（退去時返還） ◆礼金：2か月

経費 ◆管理委託費：月額賃料の10％ ※管理手数料、管理会社に支払う管理報酬以外に発生する維持管理のための費用を含む。

◆固定資産税・都市計画税：14.9万円
※建物（固定資産税＝評価額600万円×1.4％、都市計画税＝評価額600万円×0.3％）、土地（固定資産税＝評価額1,400万円×1.4％×1/6、都市計画税＝評価額1,400万円×0.3％×1/3）
※築5年超の戸建。建築費：2000万円（耐用年数22年、木造建築物の償却率0.046）。

◆その他の経費：10万円 ※各種保険料、媒介報酬、不定期なメンテナンス費用、管理委託先の不動産会社などへの交通費などの諸経費を含む。

◆
年
間
の

そのまま所有した場合
（住替え後の前住宅など）

賃料収入 120万円 （10万円×12カ月） 102万円 （8 .5万円×12カ月） 0万円収入 140万円 119万円

（初年度） 所有する住宅をリフォームして賃貸した場合 所有する住宅をそのまま賃貸した場合

の
不
動
産
所
得

礼金収入 20万円 （10万円×2カ月） 17万円 （8 .5万円×2カ月）

管理委託費 12万円 （120万円×10％） 10 .2万円 （102万円×10％）

減価償却費 （ ） （ ）

0万円

9.2万円

必要
経費

438.1万円 127.1万円

借入金利息

得
の
金
額

減価償却費 92万円 （2000万円×0.046） 92万円 （2000万円×0.046）

固定資産税等 14.9万円 14.9万円

リフォーム費用 300万円

その他の経費 10万円 10万円

（初年度） リフォーム後賃貸 そのまま賃貸 そのまま所有 備考

収入-支出 65.5万円 81.4万円 △14.9万円 収入：賃料（12カ月）、礼金（2カ月分）

◆
収
支

費

0万円不動産所得金額 140万円－438.1万円＝△298 .1万円 119万円－127.1万円＝△8.1万円
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支出：管理委託費、リフォーム借入金返済額、固定資産税等、
その他経費収入 140万円 119万円 0万円

支出 74.5万円 37.6万円 14.9万円

支


